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議案第 173号 

 

指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に

関する条例施行規則案 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の

管理に関する条例（平成 28年大阪市条例第 号。以下「条例」という。）の

施行について必要な事項を定めるものとする。 

（指定申請の公告事項） 

第２条 条例第４条第５号の教育委員会規則で定める事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 指定公立国際教育学校等管理法人（条例第１条に規定する指定公立国際

教育学校等管理法人をいう。以下「指定管理法人」という。）の指定の申

請（以下「指定申請」という。）を受け付ける期間（以下「受付期間」とい

う。） 

(2) 指定申請に必要な書類 

(3) 国家戦略特別区域法（平成 25年法律第 107号。以下「法」という。）第

12条の３第２項各号及び条例第６条各号のいずれかに該当する法人のし

た指定申請は、無効とする旨 

（指定申請の方法） 

第３条 指定管理法人の指定を受けようとする法人は、所定の指定管理法人指

定申請書に法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名並びに担当者

の氏名及び連絡先を記載して、受付期間内にこれを教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 対象学校（条例第２条に規定する対象学校をいう。以下同じ。）の管理

を担当する役員（以下「担当役員」という。）が対象学校の管理を行うた

めに必要な知識又は経験を有することを示す書類 

(2) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(3) 役員の名簿及び履歴書 



(4) 指定申請の日の属する事業年度の前３事業年度における財産目録及び

貸借対照表。ただし、指定申請の日の属する事業年度に設立された法人に

あっては、その設立時における財産目録とする。 

(5) 指定申請の日の属する事業年度における事業計画書及び収支予算書 

(6) 組織及び運営に関する事項を記載した書類 

(7) 指定申請に関する意思の決定を証する書類 

(8) 法第 12条の３第２項各号及び条例第６条各号のいずれにも該当しない

ことを信じさせるに足る書類 

(9) 指定管理法人の指定を行おうとする期間に属する対象学校の管理に関

する事業計画書 

(10) 対象学校の管理の業務を安定的かつ継続的に行うことができることを

示す書類 

（資料の提出の要求等） 

第４条 教育委員会は、条例第７条の規定により指定管理法人の指定を受ける

べきものを選定するため必要があると認めるときは、指定申請をした法人に

対し、必要な資料の提出及び説明を求めることができる。 

（事業報告書の記載事項等） 

第５条 法第 12条の３第８項の事業報告書（以下「事業報告書」という。）に

は、次に掲げる事項を記載し、指定管理法人の代表者がこれに記名押印しな

ければならない。 

(1) 指定管理法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名、担当役員

の氏名並びに担当者の氏名及び連絡先 

(2) 年度の区分 

(3) 対象学校の管理の業務の実施状況 

(4) 対象学校の職員の配置状況 

(5) 対象学校の管理に要した経費等の収支の状況 

(6) その他教育委員会が必要と認める事項 

２ 指定管理法人は、毎年度終了後（法第 12条の３第 10項の規定により指定

管理法人の指定の取消しを受けた場合にあっては、当該取消しの日後）２月

以内に教育委員会に事業報告書を提出しなければならない。ただし、やむを

得ない理由により当該２月以内に事業報告書の提出をすることができない



場合には、あらかじめ教育委員会の承認を得て当該提出を延期することがで

きる。 

（担当役員の変更） 

第６条 指定管理法人は、担当役員を変更しようとするときは、担当役員にし

ようとする者が対象学校の管理を行うために必要な知識又は経験を有する

ことを示す書類並びに役員名簿及び履歴書を添えて、所定の様式により事前

に教育委員会に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、緊急そ

の他やむを得ない事由により事前に申請できなかったときは、事後速やかに

申請し、承認を求めなければならない。 

（処分に関する手続） 

第７条 校長は、対象学校の生徒に対して単位の認定、復学その他の処分を行

おうとするときは、あらかじめ教育委員会と協議しなければならない。 

（施行の細目） 

第８条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

 この規則は、条例の施行の日から施行する。 

  



（参考） 

   指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に関する

条例（抄） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、国家戦略特別区域法（平成 25年法律第 107号。以下「法」

という。）第 12条の３第１項の規定に基づき、同項に規定する指定公立国際

教育学校等管理法人（以下「指定管理法人」という。）の指定の手続その他

指定管理法人が行う大阪市立学校の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（指定管理法人による管理の対象） 

第２条 大阪市立学校のうち指定管理法人に管理を行わせることができるも

の（以下「対象学校」という。）は、大阪市立第 131中学校（以下「対象中

学校」という。）及び大阪市立第 21高等学校（以下「対象高等学校」という。）

とする。 

（指定管理法人の資格） 

第３条 指定管理法人の指定を受けることができる法人は、私立学校法（昭和

24年法律第 270号）第３条に規定する学校法人、同法第 64条第４項の規定

により設立された法人、一般社団法人、一般財団法人又は特定非営利活動促

進法（平成 10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

（以下これらを「法人」という。）とする。 

（指定申請の公告） 

第４条 教育委員会は、指定管理法人を指定しようとするときは、あらかじめ

次に掲げる事項を公告するものとする。 

(1) 対象学校の名称及び所在地 

(2) 指定管理法人が行う管理に関する基準及び業務の範囲 

(3) 指定管理法人の指定を行おうとする期間 

(4) 指定管理法人の指定の申請（以下「指定申請」という。）をする法人に     

必要な資格 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会規則で定める事項 

（指定申請） 



第５条 指定管理法人の指定を受けようとする法人は、教育委員会規則で定

めるところにより、対象学校の管理に関する事業計画書（以下「事業計画

書」という。）その他教育委員会規則で定める書類を添付した指定管理法人

指定申請書を教育委員会に提出しなければならない。 

（欠格条項） 

第６条 法第 12条の３第２項各号のいずれかに該当する法人のほか、その役  

員のうちに次の各号のいずれかに該当する者がある法人は、指定管理法人の

指定を受けることができない。 

(1) 破産者で復権を得ない者 

(2) 公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

（指定管理予定法人の選定） 

第７条 教育委員会は、第５条の規定による指定申請の内容を次に掲げる基

準に照らして総合的に考慮し、最も適当であると認められる内容の指定申

請をした法人を、指定管理法人の指定を受けるべきもの（以下「指定管理

予定法人」という。）として選定するものとする。 

(1) 第 10条に規定する指定管理法人が行う管理に関する基本的な方針に適  

合するとともに、対象学校の効果的な管理が図られるものであること 

(2) 対象学校の管理の業務を安定的かつ継続的に行うために必要な経理的

基礎及び技術的能力を有すること 

(3) 前２号に掲げるもののほか、対象学校の適正な管理に支障を及ぼすお

それがないこと 

第８条－第 12条 省 略 

（入学に関する手続及び基準） 

第 13条 対象学校に入学しようとする者は、所定の願書に教育委員会が定め 

る書類を添付して校長に提出しなければならない。 

２ 校長は、対象学校に入学しようとする者について、教育委員会が定める入

学者の選抜に関する方針その他教育委員会が定めるところにより指定管理

法人が実施する入学者の選抜に基づいて、対象学校への入学を許可するもの

とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、対象高等学校の校長は、対象中学校の生徒が対

象高等学校に入学する意思があることを確認したときは、対象高等学校への



入学を許可するものとする。 

４ 校長は、前２項の規定により入学を許可しようとするときは、あらかじめ

教育委員会と協議しなければならない。 

（卒業に関する手続及び基準） 

第 14条 校長は、生徒が所定の教育課程を修了したと認めたときは、卒業を

認定するものとする。 

２ 校長は、前項の規定により卒業を認定した者に対し、卒業証書を授与する

ものとする。 

（懲戒に関する手続及び基準） 

第 15条 校長は、教育上必要があると認めるときは、生徒に対し、懲戒処分

として退学、停学又は訓告の処分（対象中学校の校長にあっては、停学の処

分を除く。）をすることができる。 

２ 校長は、前項の懲戒処分のうち退学又は停学の処分（対象中学校の校長に

あっては、退学の処分に限る。）をしようとするときは、あらかじめ教育委

員会と協議しなければならない。 

（転学の手続及び基準） 

第 16条 他の高等学校から対象高等学校に転学しようとする者は、所定の願

書を対象高等学校の校長に提出しなければならない。 

２ 対象高等学校の校長は、前項の規定による願書の提出があった場合であっ

て、教育上支障がないと認めるときは、教育委員会が定める基準に従い、対

象高等学校への転学を許可することができる。 

３ 対象高等学校の校長は、前項の規定により転学を許可しようとするときは、

あらかじめ教育委員会と協議しなければならない。 

（退学、休学等の手続及び基準） 

第 17条 対象高等学校を退学し、若しくは休学しようとする者又は対象高等 

学校から外国の高等学校若しくはこれに相当する学校（以下「外国の高等学

校等」という。）に留学しようとする者は、所定の願書を対象高等学校の校

長に提出しなければならない。 

２ 対象高等学校の校長は、前項の規定による退学に係る願書の提出があった

ときは、対象高等学校を退学することを許可するものとする。 

３ 対象高等学校の校長は、第１項の規定による休学に係る願書の提出があっ



た場合であって、病気その他やむを得ない事由によるものであると認めると

きは、対象高等学校を休学することを許可するものとする。 

４ 対象高等学校の校長は、第１項の規定による留学に係る願書の提出があっ

た場合であって、教育上有益と認めるときは、外国の高等学校等への留学を

許可するものとする。 

（その他の処分に関する手続及び基準） 

第 18条 第 13条から前条までに定めるもののほか、対象学校において生徒に

対してされる処分に関する手続及び基準に関し必要な事項は、教育委員会規

則で定める。 

第 19条－第 20条 省 略 

（施行の細目） 

第 21条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

  



（参考） 

国家戦略特別区域法（抄） 

 

（学校教育法等の特例） 

第 12条の３ 国家戦略特別区域会議が、第８条第２項第２号に規定する特定  

事業として、公立国際教育学校等管理事業（国家戦略特別区域内において、

都道府県又は地方自治法第 252条の 19第１項の指定都市（以下この条にお

いて「都道府県等」という。）が設置する学校教育法（昭和 22年法律第 26

号）第１条に規定する中学校（同法第 71条の規定により高等学校における

教育と一貫した教育を施すものに限る。）、高等学校又は中等教育学校のうち、

国際理解教育及び外国語教育を重点的に行うものその他の産業の国際競争

力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に寄与する人材の育成の必要

性に対応するための教育を行うものとして政令で定める基準に適合するも

の（以下この項及び第３項第３号において「公立国際教育学校等」という。）

の管理を、私立学校法（昭和 24年法律第 270号）第３条に規定する学校法

人、同法第 64条第４項の規定により設立された法人、一般社団法人、一般

財団法人又は特定非営利活動促進法（平成 10年法律第７号）第２条第２項

に規定する特定非営利活動法人であって、当該公立国際教育学校等の管理を

担当する役員が当該管理を行うために必要な知識又は経験を有するものと

して都道府県等が指定するもの（以下この条において「指定公立国際教育学

校等管理法人」という。）に行わせる事業をいう。別表の１の２の項におい

て同じ。）を定めた区域計画について、内閣総理大臣の認定を申請し、その

認定を受けたときは、当該認定の日以後は、都道府県等は、学校教育法第５

条の規定にかかわらず、条例の定めるところにより、指定公立国際教育学校

等管理法人に公立国際教育学校等の管理を行わせることができる。 

２ 省 略 

３ 第１項の条例には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 指定の手続  

(2) 指定公立国際教育学校等管理法人が行う管理に関する基本的な方針 

(3) 指定公立国際教育学校等管理法人が管理を行う公立国際教育学校等（以

下この条において「特定公立国際教育学校等」という。）において生徒に



対してされる入学、卒業、退学その他の処分に関する手続及び基準 

(4) 前号に掲げるもののほか、指定公立国際教育学校等管理法人が行う管理

に関する基準及び業務の範囲  

(5) その他指定公立国際教育学校等管理法人が行う管理に関し必要な事項 

４－７ 省 略 

８ 指定公立国際教育学校等管理法人は、毎年度終了後、その管理を行う特

定公立国際教育学校等の管理に関し事業報告書を作成し、当該特定公立国

際教育学校等を設置する都道府県等に提出しなければならない。。 

９－12 省 略 



指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の 

管理に関する条例施行規則の制定について 

 

 

 

１ 制定の理由 

  本市においては、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号。以下「法」

という。）第12条の３に規定されている「公立国際教育学校等管理事業」を活

用し、新たな併設型中高一貫校（大阪市立第131中学校及び大阪市立第21高

等学校）を公立国際教育学校等として設置し、指定公立国際教育学校等管理法

人（以下「指定管理法人」という。）に学校の管理を行わせることとする「指

定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に関する条例」（以

下「条例」という。）を制定した。 

  この条例の施行について、必要な事項を定めるため、本規則を制定する。 

 

２ 制定の主な内容 

 (1) 条例において規則で定めることとしている事項を定める。 

① 指定申請に関する事項（第２条から第４条） 

② 処分に関する手続（第７条） 

 (2) 法第12条の３第８項に規定する事業報告書に関する事項（第５条） 

 (3) 担当役員の変更の手続（第６条） 

   

３ 施行期日 

  条例施行の日 

 


